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社長メッセージ

　私は、企業価値の向上を最重要課題と位置付け、その徹
底的な追求が自らの責務であると強く認識しています。企
業価値を最も端的に表す指標の一つは時価総額ですが、そ
れだけではなく、お客様や社会といったすべてのステーク
ホルダーの期待値を意識し、高め続けていくことも、企業価
値を持続的に向上させていく上で重視すべきことと考えて
います。そのためには、全社員が企業価値向上の意味を自
分事として理解する必要があるため、社長就任からの2年
間、目の前の仕事が社会に対するいかなる価値提供につな
がり、そのために何をすべきかを、従業員が自ら考え実践
するよう促すことに特に力を注いできました。
　第七次中期経営計画の策定に着手した際も、役員をはじ
めとする幹部に対して「やるべきは企業価値の向上、ただ一
点です」と述べました。私が細部を指示するのではなく、事
業計画の策定を「企業価値の向上」に向けて当社がなすべ
きことについて、全員が徹底的に考える機会と捉えたので

す。そうすれば、全社が自ずと同じ方向を向くはずと考えま
した。こうした「自ら考え、変えていく」ことこそが、企業理念
「革新と成長」にも込められた、当社が持続的に発展してい
く上で求められる姿勢です。
　「革新と成長」は画期的な技術を想起しがちな言葉です
が、それだけではありません。例えば製造現場では、1円単
位のコストを削る努力、あるいは作業負担の軽減につなが
る改善活動を日常的に継続しており、定期的に組織間でア
イデアの共有を行う場も設けています。コストを抑えなが
ら高品質の製品を作り、確実にお届けするというメーカー
に課せられた永遠の課題に対し、現場がこうした小さな「革
新と成長」を愚直に続けることが、わずか「1mm」ずつだと
しても会社を確実に前に進める原動力になっています。
　製造部門だけではなく、それを支える管理部門、お客様
と接する営業部門にも浸透しているこうした企業文化は、
先人たちが大切に企業理念をつなぎながら醸成してきた、
当社のかけがえのない財産です。そして第六次中期経営計
画の成果は、まさにこうした一人ひとりの努力の積み重ね
だと思っています。

　長期ビジョン「Vision 2035」は2050年までの超長期
的な未来からバックキャストして策定した、2035年までの
企業価値向上のロードマップです。そこで描くありたい姿
に向けた変革の土台づくりの期間と位置付けたのが、
2023年度から2025年度までの第六次中期経営計画でし

た。最終年度の2025年度は、営業利益が上方修正後の目
標を大きく上回り、4期連続で最高益を更新しました。原材
料価格の上昇や経費の増加を適正価格の訴求や物量の増
加などで吸収し、期待を上回る結果になりました。この計画
期間中には、中国・トルコ拠点からの撤退を決定する一方
で、アセアン地域での拡販強化と生産・営業体制の再構築
を進めるなど、主要拠点へのリソース集中と利益の最大化
を図るための地域戦略の転換も行いました。
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　2021年度まで200億円台で推移していたのれん等償却
前利益は、第六次中期経営期間中に段階的に切り上がり、
2025年度には600億円台へとステージを切り上げてきま
した。従来、低い収益性に苦戦していた事業や部門も地道
な取り組みで収益性の改善に着実につなげるなど、ＧＳユ
アサグループ全体で勢いが出てきたことを実感していま
す。蓄電池市場に吹いている追い風に帆を上げることがで
きたのも、売価の見直しをお客様にご理解いただけたの
も、すべての従業員が、お客様のご期待にお応えする価値
を提供するために懸命の努力を行ってきたからだと考えて
います。こうしてすべての事業が高いモチベーションで競
争力と収益性を高め続けることが、当社の持続的な企業価
値向上を実現するための基盤の強化につながっています。

　当社は、1917年に設立された日本電池㈱と、1918年に
設立された湯浅蓄電池製造㈱を源流とし、2004年の経営
統合を経て現在に至るまで、一貫して蓄電池専業メーカー
として歩み続け、技術を研さんし続けながら、あらゆる領域
で蓄電池技術を提供してきました。自動車用では国内外で
鉛蓄電池を新車向け、補修向けに提供しており、国内やア
セアンでトップシェアの地位を確立しています。また、HEV
用やPHEV用、BEV用のリチウムイオン電池も提供してお
り、鉛蓄電池とリチウムイオン電池の両方を提供する国内
唯一のメーカーとしてさまざまなニーズに対応していま
す。産業用は、非常用電源システムから常用の電力貯蔵シ

ステム（ESS）でさまざまな社会インフラを支えています。
　潜水艦をはじめとする防衛用やロケット、人工衛星といっ
た特殊電池では、当社にしかできない世界最高水準の品質
が評価を得て、極めて高いシェアを有する製品群を揃えて
います。
　自動車用と産業用は異なる領域ではありますが、経営資
源の共用によって相互に競争力を高め続けています。例え
ば、HEV用のリチウムイオン電池では、短時間での高い出
力性能が求められますが、それを実現する「ハイレート技
術」は、AIデータセンター（AIDC）向けをはじめとする産業
用でも高い評価を受け、採用が広がっています。
　一方、産業用で培ってきたアフターサービスのノウハウ
は自動車用にも活かされています。基盤にある技術が共通
しているため、開発人材を中心とした人材流動化のハード
ルも高くはありません。こうした「幅広い領域」での強みは、
状況に応じてポートフォリオの重心を移すことで、経営環境
の変化に対する高い耐性ももたらしています。現在まさに、
そうした強みを発揮できる環境変化が到来しています。

　2023年に長期ビジョン「Vision 2035」を公表したタイ
ミングは、世界中でBEV市場が大いに盛り上がっていた時
期でした。そのため「2050年までの構造改革のイメージ」
では、車載用リチウムイオン電池が大きく伸長する一方、自
動車用鉛蓄電池は縮減していくシナリオを描いていました。
しかし世界中でBEV市場が急減速したことをはじめ、直近

2年間は、あらゆる分野で激しい市場環境の変化がありまし
た。そのため当社は、長期ビジョン「Vision 2035」をアップ
デートし、事業成長の地図を大きく描きなおしました。
　需要の減少を見込んでいた鉛蓄電池市場は、自動車保有
期間の長期化やモデルチェンジサイクルの変化、新車価格
の高騰などにより、アフターマーケットの需要が拡大傾向
にあり、需要は底堅く推移することが見込まれます。特に車
輛の電脳化を背景に、当社が得意とする付加価値が高い高
容量・高出力の鉛蓄電池の需要拡大が期待されます。
　日本は資源に乏しい国であり、東日本大震災の原発事故
以来、電源構成は大きく変わりました。政府は2040年の電
源構成として再生可能エネルギーの比率を高める方針で
すが、系統を安定させるためには系統用蓄電システム
（ESS）が不可欠です。特に近年は、エネルギー安全保障の
観点から需要が大きく拡大しています。また、AIDCの建設
ラッシュを背景に、高出力・高耐久設計のリチウムイオン電
池の需要も急拡大しています。昨今の日本の安全保障に関
しては、国防のために防衛装備を整備していくという明確
な方向性があり、今後さらにその重みが増していく可能性
があります。航空・宇宙・防衛では、当社にしか作れないオ
ンリーワンの製品が数多くあり、要請にしっかり応えていく
必要があります。こうした産業用で高まる国内生産・国内供
給体制の強化という要望は、当社にとって強い追い風とな
ります。
　こうした新たな前提の下、当社は「幅広い領域」での強み
を活かし、成長性と資本効率を重視した重点投資で事業
ポートフォリオを戦略的に転換していきます。「モビリティ」
のうち鉛蓄電池事業は、安定的にキャッシュ・フローを創出

する基盤と位置付け、付加価値の創出と収益性のさらなる
改善により、成長投資の原資となるキャッシュの最大化を
追求していきます。リチウムイオン電池事業は、選別投資に
よってリスクを抑制しながらHEV用、PHEV用、12V リチウ
ムイオン電池の既存キャパシティの稼働向上に努め、収益
性向上を追求していきます。そして、成長の柱と位置付け
ていくのは「社会インフラ」です。2035年度には「モビリ
ティ」と「社会インフラ」の利益構成比が、同等となる事業
ポートフォリオを構築していく方針です。そして「社会イン
フラ」の重点領域への先行投資期間と位置付けるのが、第
七次中期経営計画（2026～2028年度）です。
　第七次中期経営計画では、最終年度である2028年度の
目標として、売上高7,200億円、営業利益は、2025年度の
特殊要因である米インフレ抑制法（IRA）補助金を控除した
567億円を起点とし、650億円を設定しました。既存事業
の付加価値向上と収益力強化を、手綱を緩めることなく

（注1） ROEは、親会社株主に帰属する当期純利益に対するものです。
（注2） ROIC は、NOPAT ÷ 投下資本（有利子負債÷株主資本）で算出。投下資本は期首と期末の平均値です。

第七次
中期経営目標
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第六次
中期経営実績
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第七次中期経営目標Vision 2035 達成に向けたロードマップ

「幅広い領域」の強み

長期ビジョンのアップデートと
第七次中期経営計画
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※2025年度以前はのれん等償却前営業利益で表示しています。2026年度以降の業績予想・目標は2026年8月5日時点のものです。
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進めていくとともに、ESS市場とAIDC市場を中心に拡大す
る需要を確実に捉えていき目標達成を目指します。成長投
資として計画する約1,350億円のうち、850億円を「社会
インフラ」の「攻めの投資」に投じていく方針です。ESS向け
やAIDC向けの産業用電池電源の増産に向けた新工場へ
の投資や、潜水艦用リチウムイオン電池の増産投資などを
実施していきます。第八次中期経営計画（2029～2031年
度）ではその投資を回収していき、当初2035年度での達
成と計画していた売上高8,000億円を前倒しで達成し、
750億円以上の営業利益の達成につなげていく方針です。
　本格的な投資回収が次期中期経営計画になることもあ
り、第七次中期経営計画では企業価値向上のストーリーを、
説得力ある形でわかりやすく伝えることを心掛けました。
さらに株主・投資家の皆様からの信頼を高めるために、これ
までの姿勢を大きく改めたポイントをお伝えします。

　株式市場は将来に関して信頼度の高い情報を開示する
企業を評価します。情勢が不安定な現在のような環境下で
あればなおさらです。そうした中で、企業自身が未達リスク
を避けて「保守的」になることは、市場の信頼を失いかねな
い非常に危ういことだと感じています。
　第七次中期経営計画からは、不安要素を過度に重く捉え
てしまい、「より確実に」と保守的になりがちな流れを変え
ることとしました。リスクをとって目標を開示する一方、業績
予測の精度向上と不測の事態への対応力を高めるべく、
CFOの松島が中心となって各事業部の取締役と連携しな
がら取り組みを進めています。経営企画部門でも、精度の
高い判断を下すためのデータなどを迅速に提供する体制
を強化しています。　
　業績責任をより明確化するために、指名・報酬委員会の
提言も踏まえ業績目標の達成により重きを置いた報酬体
系に変更しました。こうした意識の変革としくみの強化に加
え、企業価値向上ストーリー実現の「確からしさ」を高める
ことを意識し、さまざまな取り組みを進めていく考えです。

　社会インフラへの投資は見通しが利きにくい変数が少な
く、リターンがより現実的に見えていますが、当社はさらに
差別化につながる競争優位を高め続けることで、リターン
の確度を高めていく考えです。
　国内の産業電池電源事業は、電力系統に加え、交通イン
フラ（道路、鉄道、空港など）、水処理施設や、通信ネット
ワークなど、国の重要基幹インフラを支えています。そうし
た社会インフラは、長期の設備利用を前提に事業採算性が
計算されているため、納入した製品が寿命を迎えるまで性
能をまっとうして初めて認めていただく、高い信頼性が要
求される付加価値ビジネスです。当社は、長きにわたりこう
した要請に対応するために、耐久性をはじめとする製品品
質を磨き、劣化予測技術などの独自技術も蓄積してきまし
た。当社グループはまた、非常用電池電源事業で工事代行
店や特約代理店を含む日本全国に広がる全国100カ所以
上のサービス網を築き上げ、24時間365日、どこでも駆け
つけることができる体制を構築しています。
　電池の劣化状況や蓄電システムの運転状況などを常時
確認できる「STARELINK」によるエネルギーソリューショ
ンなど、先端技術を活用し導入後の安定運用支援の高度化
にも努めています。
　電力という国の重要基幹インフラを、「蓄電池に係る供
給確保計画」の認定を受けた純国産メーカーである当社が
やらずして誰がやるのか、という自負を抱いています。製造
販売から運用・保守に至るまで一貫した体制という競争優
位性をさらに磨き抜いていき、再生可能エネルギーを主力
電源とする次世代の電力ネットワーク構築に貢献していく
考えです。

　リチウムイオン電池の原材料の多くは、埋蔵量、生産量と
もに特定地域に偏在しており、国際政治情勢の変化による
調達リスクがしばしば顕在化しています。そのため当社は
材料メーカーや新車メーカーとの協働を通じて、調達地の
「マルチソース化」を進めており、一部の材料は相当量の在
庫を積み増しています。本来、こうした大量の在庫はキャッ
シュ・フローを悪化させるため望ましくありませんが、供給
責任を優先して採用している措置です。
　代替材への切り替えも検討しています。製品評価や技術
的な検証に年単位の時間がかかるため、腰を据えて進めて
いく方針です。将来的には「純国産化」した電池、つまり従
来の輸入に依存した材料ではなく、日本のメーカーが製造
する材料のみを使用した電池も研究開発の対象としていま
す。時間もコストもかかりますが、サプライチェーンの強靱
化という観点からは必要な対策だと考えています。
　一方、鉛蓄電池は、リサイクル性の高さという特長を活
かし、再生鉛の比率向上で調達価格の変動リスク低減と省
資源化を同時に実現していく方針です。

　人的資本戦略も成長戦略との連動性を高めることを主
眼に置いて推進しています。特に力を注いでいるのは企業
価値の向上のために成すべきことを自ら考え、挑戦してい
く「自律型人材」の育成です。2025年4月から管理職を対
象に、それぞれの職務や役割別にグレードをつけて評価す
る「ジョブグレード型」の人事制度を導入しています。従来
の年功序列型から脱却し、年齢や経験年数にとらわれず高
い自律性で会社に貢献できる従業員に重要な役割を担わ
せ、成果に基づく公平な評価を行うことで、人材の活性化を
図ることを目的としています。将来的には全社への導入を
進め、成長意欲が高い従業員の挑戦を後押ししていきたい
と考えています。競争力を中長期的に高め続けるためには、
若いうちから多様な経験を積み、事業全体を俯瞰できる人
材の育成が重要であると考えています。そのためまずは、
各部門の標準的なキャリアパスを整理・明示し、一人ひとり
の従業員の現在地と、キャリアアップのために必要なスキ
ルの可視化を進めています。これを手引とし、従業員自身
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中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ

がキャリアパスを自律的に選択していく会社にしていきた
いと考えています。当社の事業をより強くするために、異業
種との人材交流も活発に行い、他の産業などの高度な知見
の取り込みも進めています。
　また、従来の当社のマテリアリティは、CSRリスクマネジ
メントに重心を置いてきました。しかし、「重要課題」として
掲げる以上は、企業価値向上との関連性を従業員が納得
し、日々の仕事で意識、実践できるものでなければ、実効性
を高めていくことが難しいと考えました。そのため、第七次
中期経営計画の公表に合わせ、マテリアリティも、より成長
戦略と密接に連携したものに刷新しました。コーポレート・
ガバナンスについても、当社の戦略遂行上、重要性が高い
領域での実務経験が豊富な社外取締役を選任するなど、企
業価値向上に向けた実効性向上に力点を置いて強化を継
続しています。社外取締役の方々には、客観的な立場から
率直に厳しい意見を言っていただいており大変感謝してい
ます。当社をより良い会社にするために、株主・投資家の皆
様も含む外部のご意見・ご指摘に、真摯に耳を傾けていき
たいと考えています。

　ここまでお話ししてきた通り、当社は第七次中期経営計
画において、すべての取り組みの焦点を「企業価値向上」の
一点に集約していますので、掲げた方針に責任を持って遂
行していきます。しっかりやり切るだけです。並行して、より
強いＧＳユアサを次の世代につないでいくために、第八次
中期経営計画の先のあるべき姿も、この期間で考えていき
たいと考えています。
　企業価値を向上させることで従業員が当社で働いてい
ることに誇りを持てる会社にし、そして、安全な労働環境を
整備し、挑戦できる環境を整え、努力を適切に評価し、従業
員の成長と業績の好循環を作り出していくのが私の責務
だと考えています。これに限らず、私は当社のすべての責
任を負う立場であることを強く意識し、確実な戦略の遂行
によって、対外的に約束したことを果たしていく所存です。
すべての従業員が企業理念「革新と成長」をそれぞれの現
場で実践し、「Vision 2035」で描いた姿に向けて変革に
まい進する当社に今後もご期待いただければ幸いです。

従業員が誇りを持てる会社に

（2026年6月15日インタビュー実施）


